


主要行事予定 平成 28年 7月〜平成 28年 9月
───────────────────────

➐月
──────────────────────
4 日 ( 月 ) 一般可
●初級簿記講習会（開講式）　7/4 ～ 8（前半）
【場　所】法人会会議室
【時　間】13：30〜 16：30
【講　師】東京地方税理士会鶴見支部所属税理士
───────────────────────
4 日 ( 月 ) 一般不可
●女性部会役員会
【場　所】法人会会議室
【時　間】18：00〜	
───────────────────────
4 日 ( 月 ) 一般不可
●青年部会正副部会長会議
【場　所】法人会会議室
【時　間】19：00〜	
───────────────────────
11 日 ( 月 ) 一般不可
●青年部会役員会
【場　所】法人会会議室
【時　間】19：00〜	
───────────────────────
15 日 ( 金 ) 一般可
●初級簿記講習会（閉講式）7/11～15（後半）
【場　所】法人会会議室
【時　間】13：30〜 16：30	
【会　費】8,000 円（教材費含む）
───────────────────────
15 日 ( 金 ) 一般不可
●税制委員会
【場　所】法人会会議室
【時　間】18：00〜	
───────────────────────
21 日 ( 木 ) 一般不可
●厚生委員会
【場　所】与祢鮨
【時　間】18：30〜	
───────────────────────
21 日 ( 木 ) 一般不可
●組織委員会
【場　所】法人会会議室
【時　間】18：00〜	
───────────────────────
23 日 ( 土 ) 一般可
●県法連社会貢献活動
　「県立２１世紀の森下草刈り」
【場　所】県立 21世紀の森
【時　間】9：15〜	
───────────────────────

───────────────────────
28 日 ( 木 ) 一般可
●新設法人説明会
【場　所】法人会会議室
【時　間】13：30〜	
───────────────────────
29 日 ( 金 ) 一般可
●決算法人説明会
【場　所】法人会会議室
【時　間】13：30〜	
───────────────────────

➑月
──────────────────────
1 日 ( 月 ) 一般不可
●青年部会正副部会長会議
【場　所】法人会会議室
【時　間】19：00〜	
───────────────────────
8 日 ( 月 ) 一般不可
●青年部会役員会
【場　所】法人会会議室
【時　間】19：00〜	
───────────────────────
23 日 ( 火 ) 一般可
●ファミリー研修会
【場　所】東京ディズニーランド
【時　間】7：40〜
───────────────────────
26 日 ( 金 ) 一般可
●決算法人説明会
【場　所】法人会会議室
【時　間】13：30〜	
───────────────────────

➒月
──────────────────────
5 日 ( 月 ) 一般不可
●青年部会正副部会長会議
【場　所】法人会会議室
【時　間】19：00〜	
───────────────────────
8 日 ( 木 ) 一般可
●平成 28 年度第 34 回源泉所得税研修会第三講
【テーマ】源泉所得税とマイナンバー
【場　所】法人会会議室
【時　間】15：00〜 17：00
───────────────────────
9 日 ( 金 ) 一般不可
●第 30回全国青年の集い北海道大会
【場　所】旭川大雪アリーナ
───────────────────────

───────────────────────
12 日 ( 月 ) 一般不可
●青年部会役員会
【場　所】法人会会議室
【時　間】19：00〜	
───────────────────────
13 日 ( 火 ) 一般不可
●県法連女性部会連絡協議会　
【場　所】ホテルメルパルク横浜
【時　間】14：30〜 18：30
───────────────────────
16 日 ( 金 ) 一般可
●健康セミナー
【場　所】法人会会議室
【時　間】15：00〜
【講　師】植田　美津恵　氏
　　　　　（医療ジャーナリスト・医学博士）
【演　題】「忍者ダイエット」
　　　　　いくつになっても生き生きライフ
───────────────────────
21 日 ( 水 ) 一般可
●新設法人説明会
【場　所】法人会会議室
【時　間】13：30〜	
───────────────────────
23 日 ( 金 ) 一般可
●決算法人説明会
【場　所】法人会会議室
【時　間】13：30〜	
───────────────────────





平成28年度事業計画 平成２8年 ４ 月 １ 日
平成２9年 ３ 月３１日

基本方針
１　公益と社会貢献
　　健全な納税者団体として事業の公益性と社会貢献度を高めることで、公益法人としての社会的使命を果たすことに努める。
２　組織の拡充強化
　　本部と支部の連携及び支部の活性化により組織の強化を図ることで、納税者の事業への参加の向上と加入増加を推進する。
３　租税負担の合理化
　　適正公平な税制を確立し、租税負担の合理化を図るため、常に租税に関する調査研究を行うと共に、会員外からの意見も結集し、税制改正要望事項の

達成を期する。
４　税務行政への協力
　　税務当局との相互信頼により税務行政の円滑な運営に協力し、適正な申告納税制度の充実発展に寄与すると共に、納税道義の向上に努める。
５　企業経営の健全化
　　地域企業の健全化の向上を図るため、経営・経理等に関する知識の普及拡大に努め、地域社会の発展に貢献する。
重点事項
１　組織基盤の強化
　　（１）役員・支部幹事一同が会員増強運動に取組み、会員加入率５０％達成を目標として、推進する。
　　（２）魅力ある法人会を構築し、会員相互の連携を密にして、会全体が協力して退会防止に努める。
２　支部活動の活性化
　　各支部は、支部幹事会を年２回以上、会員研修会を年１回以上開催するよう努める。
３　事業活動の充実
　　地域社会への貢献を目的とし、地域の福祉、健康増進等これまで以上に地域に密着し、より多くの会員及び会員外の参加が見込まれる研修会、講演会

等を企画、実施する。
４　広報活動の充実
　　広報誌「ホットライン」について、紙面の充実を図り、地域に密着した情報を発信し、会員及び会員外に提供する。
５　e－Taxの利用推進
　　国の電子政府構築計画の一環として国税当局が推進する国税電子申告・納税システム（e－Tax）について、電子政府の推進に協力し実行するため「e

－Tax」を役員企業については自ら積極的に利用し、会員企業については利用目標を利用率７０％と定め積極的に推進する。
６　福利厚生制度の推進
　　法人会経営者大型保障制度推進のキャンペーンを行う。
７　友誼団体との連携協調
　　効率的な事業活動及び会員増強の必要性から、鶴見区納税貯蓄組合連合会、鶴見青色申告会、東京地方税理士会鶴見支部、横浜小売酒販組合

鶴見支部、鶴見間税会の友誼団体と積極的な連携協調を図る。
８　その他
　（1）地域社会貢献活動の推進
　　①女性部会
　　　「チャリティーバザー」を行い、その収益金を鶴見区社会福祉協議会等に寄贈する。
　　②青年部会
　　　地域の子供たちに名所・旧跡をたずねて「鶴見」という町を知ってもらう趣旨と税金クイズ等を通じて、税の啓発活動の場として「トレジャーハンティ

　　ングinつるみ」を開催する。
　　③寄附
　　　鶴見区内の障害者施設並びに地域ケアプラザの運営に協力するための寄附をおこなう。
　（2）「税を考える週間」
　　協賛事業として、ＪＲ鶴見駅東・西口での「街頭広報」および「ほうじん劇場」を開催する。

会員増強に伴う個人表彰

　株式会社北原不動産　 北　原　美智子　様
　株式会社伊藤工業　 伊　藤　文　雄　様
　株式会社章夫商事　　 長谷川　勝　一　様
　株式会社相村工務店 相　村　暁　紀　様
　株式会社エムズリビング　　　 森　松　長　裕　様
　ＡＩＵ損害保険会社 杉　山　達　夫　様
　ＡＩＵ損害保険会社 山　本　晋　矢　様
　ＡＩＵ損害保険会社 大　沼　真　一　様

会員増強

　ＡＩＵ損害保険会社 山　本　晋　矢　様

公益社団法人 鶴見法人会 記念品贈呈者

一般社団法人 神奈川県法人会連合会 会長感謝状・記念品贈呈者

感謝状並びに記念品贈呈者名簿

（順不同）



収支予算書（正味財産増減計算書の形式による）　平成２8年４月１日～平成２9年３月３１日　（単位：円） 正味財産増減計算書　平成２7年４月１日～平成２8年３月３１日　（単位：円）

科　目　 予算額 前年度予算額 増　　　減
Ⅰ　一般正味財産増減の部
　1　経常増減の部
　　（１）経常収益
 　　　基本財産運用益 2,000 2,000 0 
 　　　　基本財産受取利息 2,000 2,000 0 
 　　　特定資産運用益 15,000 15,000 0 
 　　　　特定資産受取利息 15,000 15,000 0 
 　　　受取会費 23,050,000 23,580,000 △　530,000 
　　　　正会員受取会費 22,600,000 23,200,000 △　600,000 
　　　　賛助会員受取会費 450,000 380,000 70,000 
 　　　事業収益 9,301,000 9,668,500 △　367,500 
　　　　研修事業収益 5,675,000 6,581,000 △　906,000 
　　　　支部事業収益 2,306,000 2,346,500 △　40,500 
　　　　青年・女性部会事業収益 660,000 111,000 549,000 
　　　　広報事業収益
　　　　事務手数料収益 600,000 600,000 0 
　　　　貸室料収益 60,000 30,000 30,000 
 　　　受取補助金等 15,426,500 14,835,100 591,400 
　　　　受取県連補助金 1,000,000 900,000 100,000 
　　　　受取全法連助成金振替額 14,426,500 13,935,100 491,400 
 　　　受取負担金 5,742,000 4,388,100 1,353,900 
　　　　受取負担金 1,851,000 993,500 857,500 
　　　　青年・女性部会受取負担金 2,933,000 2,506,600 426,400 
　　　　支部受取負担金 958,000 888,000 70,000 
 　　　受取寄附金　　 1,000,000 1,000,000 0 
 　　　　受取寄附金 1,000,000 1,000,000 0 
 　　　雑収益 351,500 301,500 50,000 
　　　　受取利息 1,500 1,500 0 
　　　　雑収益 350,000 300,000 50,000 
　　　経常収益計 54,888,000 53,790,200 1,097,800 
　（２）経常費用
　　　事業費 46,422,713 46,417,807 4,906 
　　　　給料手当 11,750,000 11,750,000 0 
　　　　退職給付費用 556,668 556,762 △　94 
　　　　福利厚生費 1,833,000 1,833,000 0 
　　　　会議費 5,360,700 4,939,700 421,000 
　　　　旅費交通費 3,527,800 3,247,860 279,940 
　　　　通信運搬費 1,625,200 2,844,700 △　1,219,500 
　　　　減価償却費 275,962 236,728 39,234 
　　　　消耗品費 1,453,600 1,327,560 126,040 
　　　　印刷製本費 3,059,079 3,129,191 △　70,112 
　　　　光熱水料費 423,000 423,000 0 
　　　　賃借料 4,060,800 4,060,800 0 
　　　　保険料 80,900 57,450 23,450 
　　　　租税公課 0 0 0 
　　　　諸謝金 6,559,000 6,413,666 145,334 
　　　　支払負担金 1,289,400 1,135,400 154,000 
　　　　支払寄付金 450,000 410,000 40,000 
　　　　支払助成金 1,000,000 1,000,000 0 
　　　　会場費 1,964,400 1,972,250 △　7,850 
　　　　リ－ス料 599,000 599,000 0 
　　　　支払手数料 326,704 297,040 29,664 
　　　　新聞図書費 42,300 42,300 0 
　　　　雑費 185,200 141,400 43,800 
　　　管理費 8,064,543 8,083,197 △　18,654 
　　　　給料手当 750,000 750,000 0
　　　　退職給付費用 35,532 35,538 △　6 
　　　　福利厚生費 117,000 117,000 0 
　　　　会議費 3,354,500 3,542,000 △　187,500 
　　　　旅費交通費 3,000 4,800 △　1,800 
　　　　通信運搬費 351,220 294,400 56,820 
　　　　減価償却費 17,614 15,110 2,504 
　　　　消耗品費 647,980 656,800 △　8,820 
　　　　印刷製本費 494,901 551,289 △　56,388 
　　　　表彰費 110,000 110,000 0 
　　　　光熱水料費 27,000 27,000 0 
　　　　賃借料 259,200 259,200 0 
　　　　保険料 165,000 165,000 0 
　　　　租税公課 250,000 0 250,000 
　　　　諸会費 200,000 200,000 0 
　　　　支払負担金 118,600 128,600 △　10,000 
　　　　渉外慶弔費 500,000 580,000 △　80,000 
　　　　リ－ス料 36,000 36,000 0 
　　　　支払手数料 538,296 522,960 △　15,336 
　　　　新聞図書費 2,700 2,700 0 
　　　　雑費 86,000 84,800 1,200 
　　　経常費用計 54,487,256 54,501,004 △　13,748 
　　　　評価損益等調整前当期増減額 400,744 △　710,804 1,111,548 
　　　　評価損益等計
　　　　当期経常増減額 400,744 △　710,804 1,111,548 
　２　経常外増減の部
　　（１）経常外収益 0 0 0 
　　　　経常外収益計 0 0 0 
　　（２）経常外費用
　　　経常外費用計 0 0 0 
　　　　当期経常外増減額 0 0 0 
　　　　税引前当期一般正味財産増減額 400,744 △　710,804 1,111,548 
　　　　法人税、住民税及び事業税 200,000 100,000 100,000 
　　　　当期一般正味財産増減額　　 200,744 △　810,804 1,011,548 
　　　　一般正味財産期首残高 63,926,620 66,977,410 △　3,050,790 
　　　　一般正味財産期末残高 64,127,364 66,166,606 △　2,039,242 
Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　受取補助金等 14,426,500 13,935,100 491,400 
　　　　受取全法連助成金 14,426,500 13,935,100 491,400
　　一般正味財産への振替額 14,426,500 13,935,100 491,400
　　　　一般正味財産への振替額 14,426,500 13,935,100 491,400
　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0 
　　　　指定正味財産期首残高 0 0 0
　　　　指定正味財産期末残高 0 0 0 
Ⅲ　基金増減の部
　　　　当期基金増減 0 0 0 
　　　　基金期首残高 0 0 0
　　　　基金期末残高 0 0 0 
Ⅳ　当期基金増減 64,127,364 66,166,606 2,039,242

科　目　 当年度 前年度 増　　　減
Ⅰ　一般正味財産増減の部
　1　経常増減の部
　　（１）経常収益
　　　　基本財産運用益 1,358 2,868 △　1,510 
　　　　　基本財産受取利息 1,358 2,868 △　1,510 
　　　　特定資産運用益 12,477 16,823 △　4,346 
　　　　　特定資産受取利息 12,477 16,823 △　4,346 
　　　　受取会費 23,894,100 24,575,440 △　681,340 
　　　　　正会員受取会費 23,445,600 24,179,940 △　734,340 
　　　　　賛助会員受取会費 448,500 395,500 53,000 
　　　　事業収益 10,891,401 9,106,394 1,785,007 
　　　　　研修事業収益 5,393,552 4,215,500 1,178,052 
　　　　　支部事業収益 1,909,000 1,831,000 78,000 
　　　　　青年・女性部会事業収益 2,966,051 2,360,998 605,053 
　　　　　貸室料収益 48,100 12,000 36,100 
　　　　　事務手数料収益 574,698 686,896 △　112,198 
　　　　受取補助金等 15,374,225 14,596,850 777,375 
　　　　　受取県連補助金 1,429,125 951,450 477,675 
　　　　　受取全法連助成金振替額 13,935,100 13,645,400 289,700 
　　　　　受取全法連補助金 10,000 0 10,000 
　　　　受取負担金 4,686,790 4,573,300 113,490 
　　　　　受取負担金 1,691,190 1,614,000 77,190 
　　　　　青年・女性部会受取負担金 2,584,600 2,526,300 58,300 
　　　　　支部受取負担金 411,000 433,000 △　22,000 
 　　　　受取寄附金 1,170,000 1,570,000 △　400,000 
 　　　　　受取寄附金 1,170,000 1,570,000 △　400,000 
　　　　雑収益 657,128 480,418 176,710 
　　　　　受取利息 5,928 1,618 4,310 
　　　　　雑収益 651,200 478,800 172,400 
　　　　経常収益計 56,687,479 54,922,093 1,765,386 
　　 （２）経常費用
　　　　事業費 51,061,674 46,831,813 4,229,861 
　　　　　給料手当 11,636,862 11,636,862 0 
　　　　　退職給付費用 556,762 539,372 17,390 
　　　　　福利厚生費 1,839,333 1,831,382 7,951 
　　　　　会議費 5,729,228 5,761,879 △　32,651 
　　　　　旅費交通費 5,157,221 3,867,719 1,289,502 
　　　　　通信運搬費 3,249,274 2,014,172 1,235,102 
　　　　　減価償却費 275,962 236,728 39,234 
　　　　　消耗什器備品費 330,567 315,525 15,042 
　　　　　消耗品費 1,645,597 1,531,798 113,799 
　　　　　印刷製本費 4,077,584 4,142,199 △　64,615 
　　　　　光熱水料費 449,179 422,256 26,923 
　　　　　賃借料 4,396,020 4,057,958 338,062 
　　　　　保険料 104,859 96,262 8,597 
　　　　　諸謝金 6,340,241 4,024,438 2,315,803 
　　　　　租税公課 0 0 0 
　　　　　支払負担金 966,639 870,889 95,750 
　　　　　支払寄付金 385,352 636,979 △　251,627 
　　　　　支払助成金 770,000 1,285,000 △　515,000 
　　　　　会場費 1,836,025 1,881,460 △　45,435 
　　　　　リ－ス料 584,633 601,676 △　17,043 
　　　　　支払手数料 366,360 585,483 △　219,123 
　　　　　新聞図書費 151,443 157,069 △　5,626 
　　　　　雑費 212,533 334,707 △　122,174 
　　　　管理費 8,257,754 7,629,195 628,559 
　　　　　給料手当 742,778 742,778 0 
　　　　　退職給付費用 35,538 34,428 1,110 
　　　　　福利厚生費 117,404 116,896 508 
　　　　　会議費 3,024,516 2,927,874 96,642 
　　　　　旅費交通費 2,360 52,457 △　50,097 
　　　　　通信運搬費 316,636 207,611 109,025 
　　　　　減価償却費 17,614 15,110 2,504 
　　　　　消耗什器備品費 21,100 20,139 961 
　　　　　消耗品費 688,067 535,139 152,928 
　　　　　印刷製本費 677,755 609,229 68,526 
　　　　　光熱水料費 28,671 26,952 1,719 
　　　　　賃借料 280,596 259,018 21,578 
　　　　　保険料 157,208 157,189 19 
　　　　　諸謝金 0 24,822 △　24,822 
　　　　　租税公課 0 0 0 
　　　　　諸会費 283,000 270,000 13,000 
　　　　　支払負担金 158,328 192,066 △　33,738 
　　　　　会場費 169,350 216,650 △　47,300 
　　　　　渉外慶弔費 590,224 592,680 △　2,456 
　　　　　表彰費 230,000 70,000 160,000 
　　　　　リ－ス料 36,151 36,136 15 
　　　　　支払手数料 664,210 497,933 166,277 
　　　　　新聞図書費 2,703 2,703 0 
　　　　　雑費 13,545 21,385 △　7,840 
　　　　経常費用計 59,319,428 54,461,008 4,858,420 
　　　　　評価損益等調整前当期増減額 △　2,631,949 461,085 △　3,093,034 
　　　　　評価損益等計
　　　　　当期経常増減額 △　2,631,949 461,085 △　3,093,034 
　２　経常外増減の部
　　（１）経常外収益
　　　　退職給与引当金取崩 0 0 0 
　　　　　退職給与引当金取崩 0 0 0 
　　　　経常外収益計 0 0 0 
　　（２）経常外費用
　　　　経常外費用計
　　　　当期経常外増減額 0 0 0 
　　　　他会計振替額 0 0 0
　　　　税引前当期一般正味財産増減額 △　2,631,949 461,085 △　3,093,034 
　　　　法人税、住民税及び事業税 110,900 104,700 6,200 
　　　　当期一般正味財産増減額 △　2,742,849 356,385 △　3,099,234 
　　　　一般正味財産期首残高 66,413,873 66,057,488 356,385 
　　　　一般正味財産期末残高 63,671,024 66,413,873 △　2,742,849 
Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　受取補助金等 13,935,100 13,645,400 289,700
　　　　受取全法連助成金 13,935,100 13,645,400 289,700
　　　一般正味財産への振替額 △　13,935,100 △　13,645,400 △　289,700
　　　　一般正味財産への振替額 △　13,935,100 △　13,645,400 △　289,700
　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0 
　　　　指定正味財産期首残高 0 0 0 
　　　　指定正味財産期末残高 0 0 0 
Ⅲ　正味財産期末残高 66,671,024 66,413,873 △　2,742,849 ※ 一般正味財産期首残高は平成２7 年度決算見込額を記載



一. 歳入・歳出　税制・財政

Ⅰ．財政健全化（構造問題）

　１．短期的課題　健全化への道筋　日銀が国債を買い入れること
　　　　消費税増税だけで財政を健全化するのは無理がある。「日銀の国債買い入れ」は円安からインフレになる。国の持つ

米国債など外貨資産の価値が上昇し、国有地の価格もインフレにより値上がりする。中小企業にとっては「消費税増税」
より「円安・インフレ」での負担が有利であろう。

　２．中・長期的課題　収支の赤字半減・黒字化、国債残高の引き下げ等の重要課題と個別的課題
　（１）国際戦略特区（移民特区）
　　　　国際的なビジネス環境をつくる「国家戦略特区」は、地域限定で規制緩和を進めるものである。特区では途上国の

賃金水準で雇用を確保する。農業や工業では移民を望む企業が多いが、商業にとっても移民が受けられるようにしたい。
移民と融和できる地域貢献をする商店街を消費税免税にするのであれば、移民による活性化になり中小・小売店の店主
達の利益となる。

　（２）国際自由都市特区
　　　　シンガポール、香港は規制の少ない国際自由都市として繁栄している。現在は沖縄県のみに集中している産業特別区

であるが、大黒埠頭、本牧埠頭などの総合保税地域を自由貿易地域に発展させたい。
　（３）少子高齢化対策、国境を越えた姉妹都市の連携で『移民税制』を確立する。
　　　　人口減少の対応には移民への期待がある。優秀な外国人を確保するよう姉妹都市連携税制が有利である。

Ⅱ．社会保障費の財源確保

　１．短期的課題　公的年金のあり方（税方式、保険料方式）安定的財源の確保
　　　　公的年金は税方式が望ましい。積み立てた年金受給額は居住・市町村ごとの累積であるべきである。住民が居住・市

町村の選択に高い関心を持つことで、各市町村間の競争が期待できる。

　２．中・長期的課題　持続的な社会保障制度の確立
　　　　税源と事業を自治体に移譲すれば、努力する住民が優れた税制を得ることができる。移民を受け入れた地域は税金

を安く、受け入れない地域の税金は高くなるために市町村に移譲するということになる。

Ⅲ．行財政改革の徹底

　１．短期的課題　無駄の削減　地元企業グル－プと役所で構成する公共事業削減公開討論会の設置
　　　　公共事業費の削減についての専門企業からの提言を公平に公開討論すべきだと考える。

　２．中・長期的課題　無駄の削減
　（１）公的支援の削減　天下り禁止の徹底
　　　　退職官僚に対する褒美として高い給与を民間に負担させるのが天下りである。利益誘導の結果として国民が税金で負

担することになる。天下り禁止を徹底するのは当然と考える。
　（２）公務員の削減
　　　　国家予算の半分が公務員の人件費である。ＩＴ技術等により民間企業なみのリストラを求めたい。
　（３）内国歳入庁
　　　　税と社会保険料を徴収する「歳入庁」は徴収一元化により効率化する。
　（４）特別会計と監査の改革
　　　　特別会計では事業収支が不明確になり、事業収入や歳出削減が疎かになっている。会計検査院は独立した地位が与

えられているが、会計検査院は議会に所属させ、議会からの要請を中心業務にすべきである。

二．経済

Ⅰ．短期的課題　当面の景気対策、中小企業の活性化

　 円安・輸出による景気振興。実力以上の円高が中小企業を苦しめた。円安が更に進むことを望む。
　（１）企業の国際競争力の強化。自衛兵器の輸出であれば法的問題も少ないだろう。
　（２）共同租税地域（輸出加工区、中立地帯、租借地等）の創設。
　特定の地域に関税や税の減免、規制緩和、利潤本国送金の自由など優遇し経済活性化を図る。
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Ⅱ．中・長期的課題　持続可能な経済成長

　　　 （農業自由村）これからの農業は成長産業である。これまでの農業政策が農民の自助努力を損ない日本の農業を衰退
させた。地域共同体に農業にかかわる事業と税を請け負わせる自由村が農業を経済成長させる。

三．国と地方

　１．地方分権税制の確立(小自治体、自治体連合への税源と公共事業の移譲 )
　　　　税制改正の中心は市町村への事業と税源の委譲である。行政は基礎的な小自治体が分担し、単独小自治体では出来

ないものは多様な自治体連合で行うのが理想である。
　２．道州制の導入
　　　　よりよい税制を構築するためには連邦制が好ましい。国民は移住によって税制を選択できる。

四．国税・地方税

Ⅰ．法人税

　１．租税特別措置を廃止し、法人税率を下げることを望む。
　２．法人税における欠損金の繰り戻し期間の再考。欠損金の繰り戻しもまた7年とすることを望む。
　３．退職給与引当金制度の復活。退職給与引当金を要支給額まで確定債務とし復活させることを望む。
　４．中・長期的課題　法人実効税率20％以下を望む。

Ⅱ．個人所得税

　［短期的課題］
　１．少子化対策より移民が合理的。
　２．不正防止をして給付付き税額控除にする。税制と社会保障が一体化しコストが安い。
　３．個人事業主にみなし法人課税を復活し税負担を公平化する。
　［長期的課題］
 フラット・タックスは消費ベースに課税し単一税率で税制を簡素化できる。

Ⅲ．資産課税

　［短期的課題］
　１．事業承継税制の確立と相続税の改正。非国際的な相続税は廃止すべきである。
　２．相続税の基礎控除を現行の５千万円で据え置くこと。物納評価選択の見直し。
　３．自社株式の課税価格の８０％を猶予する事業承継税制の適用継承者を全員に拡大すること。
　［長期的課題］
 金融所得一体課税。個人資産を預貯金から株式や債権投資に移らせ産業を活性化させる。

Ⅳ．消費税

　［短期的課題］　
　１．税率引き上げは経済を見極めること。移民受け入れ状況と基礎年金を地方消費税率に反映させる。
　２．逆進性があり低所得者へ配慮する必要がある。諸案の中では給付付き税額控除制度が望ましい。
　３．複数税率は税務を煩雑にするだけでなく脱税・節税を増加させ好ましくない。
　４．給料にも消費税を課税すること。個人タクシーと法人タクシーなどの課税制度上の矛盾を解消し、また給料の増額
 も望める。
　［長期的課題］
 将来は産業活性化する消費税輸出特区を作り、また市町村税としたい。

Ⅴ．その他

　１．租税回避地(タックスヘイブン)対応税制処置で課税逃れの不正を防ぐこと。
　２．固定資産税を高くする再建築価格を見直す。償却資産税は企業の投資意欲を損なっている。
　３．固定資産評価審査委員会の設立。公選制で独立化し透明で公平な審査を望む。
　４．租税教育で重要なのは租税の歴史である。日本に寄付金文化を育成する。
　５．富裕な家庭の子が有利になる格差を是正し、活力のある社会の再構築に根本から見直す必要がある。
　６．キャリア制度を見直す。税理士等資格取得への道を広げる。
　７．年金生活者の雇用促進。給与収入で年金が減額されるのをやめて就労意欲を向上させる。
　８．監査税を創設し、大規模マンション管理組合の不正を防ぐ。












